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収⼊保険データ集
（令和６年１⽉末時点）

令 和 ６ 年 ３ 月
農林水産省経営局保険課



１．令和６年の収入保険の加入状況

（経営体）【個人、法人別の加入状況】

１

令和６年
（１月末時点）

令和５年令和４年令和３年令和２年令和元年

93,28690,64478,86859,08436,14222,812全体

88,95881,28370,51052,54931,77020,302個人

4,3289,3618,3586,5354,3722,510法人

【品目別の加入状況】

その他
さとう

きび
茶そば花き果樹野菜いも類豆類麦類米

8,7074741,8453,8406,23021,66143,2793,8569,86510,22656,670令和５年

7,3064641,7653,4296,17422,97843,5193,6028,6218,93257,460令和６年
（１月末時点）

（経営体）

（注）品目ごとの延べ経営体数

青色申告を行っている農業経営体は35.3万経営体

うち ・個人の主業経営体及び団体経営体は16.4万経営体

・肉用牛又は養豚が販売金額１位の経営体は1.4万経営体

（注）2020年農林業センサス（組替集計）

（注）令和６年の法人数について、今後、事業年度開始月が３月以降の法人の加入が見込まれる。
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（参考）収入保険の都道府県別の加入状況

（注１）青色申告を行っている農業経営体は2020農林業センサスの値（正規の簿記と簡易な記帳の合計）
（注２）令和６年１月末時点

割合
(a/b)

青色申告を
行っている

農業経営体数

(b)

加入者数
都道
府県

割合
(a/b)

青色申告を
行っている

農業経営体数

(b)

加入者数
都道
府県

割合
(a/b)

青色申告を
行っている

農業経営体数

(b)

加入者数
都道
府県 令和

５年

令和
６年
(a)

令和
５年

令和
６年
(a)

令和
５年

令和
６年
(a)

31.1%3,6951,1451,148島根県22.2%4,050880900富山県26.4%353,19990,64493,286全国計

21.1%7,5431,4941,593岡山県30.1%3,6429481,095石川県21.9%27,3046,0095,983北海道

25.1%5,7621,4231,446広島県43.8%3,4781,5661,523福井県46.0%10,0434,3354,616青森県

31.9%4,4591,4421,423山口県23.4%6,0881,2641,422山梨県37.0%10,4873,7763,884岩手県

22.4%3,404763764徳島県24.1%14,0773,1003,393長野県42.4%7,9353,3033,365宮城県

31.8%3,4361,1811,092香川県15.6%5,339888831岐阜県35.3%6,9942,3592,470秋田県

41.6%6,1702,5882,569愛媛県21.0%10,6992,1522,246静岡県35.8%9,1433,0643,277山形県

35.8%3,7181,2511,332高知県18.9%11,1092,0652,097愛知県38.5%9,7873,6333,770福島県

33.7%10,7603,7073,621福岡県27.3%4,6991,3291,282三重県18.9%10,9562,0802,072茨城県

30.3%5,7301,6121,734佐賀県24.1%4,60011351,110滋賀県31.5%10,0983,0293,181栃木県

29.2%5,3291,4811,554長崎県15.1%3,823603577京都府22.6%7,6601,6661,728群馬県

26.4%13,5783,4733,587熊本県14.3%2,231280318大阪府23.8%8,0001,8741,900埼玉県

32.2%5,6431,8981,815大分県8.5%9,277817793兵庫県11.1%13,8631,3071,536千葉県

37.5%8,2713,0753,104宮崎県9.5%2,713246258奈良県14.9%3,234418481東京都

23.8%8,9632,2452,132鹿児島県26.9%8,1281,8992,186和歌山県7.7%6,622476508神奈川県

23.0%2,894659667沖縄県35.5%5,1581,8151,830鳥取県24.4%12,6072,8913,073新潟県

（経営体）

２



（経営体）【類似制度からの移行状況】

（注１）移行者数は、収入保険の開始以降、類似制度から収入保険へ移行した者（令和６年１月末時点）
（注２ 類似制度の加入者数【収入保険導入時】は、野菜価格安定制度：令和元年度の加入者の延べ人数、その他については平成30年（産、度）の実数

類似制度の加入者数【直近】は、農業共済：令和４年の加入者数の実数、ナラシ対策：令和４年産の加入者数の実数、
いぐさ・畳表農家経営所得安定化対策：令和４年の加入者数の実数、加工原料乳生産者経営安定対策：令和４年の加入者数の実数

２．類似制度との関係

【野菜価格安定制度との同時利用の状況】

令和６年
（１月末時点）

令和５年令和４年令和３年

5,5237,3676,0763,537全体

5,3556,8855,6473,284個人

168482429253法人

（経営体）

（注１）令和６年１月末時点
（注２）収入保険と野菜価格安定制度の同時利用の取扱いについては、令和６年からの新規加入者は、

２年間（令和４年、５年加入者は３年間）の同時利用を可能とし、令和７年以降の新規加入者には適用しない

類似制度
加入者数

【直近】

移行割合
①/②

類似制度
加入者数

②
【収入保険
導入時】

合計
①

移行者数

令和６年
（１月末時点）

令和５年令和４年令和３年令和２年令和元年

745,5494.3%1,208,23952,3522,9646,29412,9049,4236,02514,742農作物共済

農業共済 31,79719.1%46,3608,8443789581,8611,8449782,825畑作物共済

25,23525.2%44,25511,1627631,1052,0541,4291,3694,442果樹共済

59,81525.3%101,30425,5851,1992,1094,6335,9463,6028,096ナラシ対策

－7.9%169,61613,4432,9129051,5521,5622,0374,475野菜価格安定制度

16225.9%29376851221030いぐさ・畳表農家
経営所得安定化対策

10,5720.8%13,4481052214561813加工原料乳生産者
経営安定対策

３



（注１）経営体数の（ ）は加入者数に対する割合、金額の（ ）は加入者の保険方式の補償の上限金額（保険金額）と積立方式の補償の上限金額（補塡対象金額）の

合計額に対する割合

（注２）経営体数の【 】は保険金又は特約補塡金（保険金等）の実績支払者数に対する割合、金額の【 】は保険金等の実績支払金額に対する割合

（注３）令和６年１月末時点

３．つなぎ融資の実施状況

（参考）収入保険のスケジュール

保険金・特約補塡
金の請求・支払

加入申請
保険料・積立金・
付加保険料（事務
費）の納付

保険期間

12月末まで

令和５年 令和６年 令和７年

１月～12月
（税の収入の算定期間）

確定申告後
（３～６月）

※保険料・積立金は
分割払いも可

（最終の納付期限は

保険期間の８月末）

※保険期間中に災害等
により資金が必要な
場合はつなぎ融資（無利子）

※保険期間は税の収入の算定期間と同じ

※法人の保険期間は、事業年度の１年間なので、事業年度の開始月によって、スケジュールが変わる

※令和６年の収入保険（個人）のスケジュール

令和４年令和３年令和２年令和元年

金額経営体数金額経営体数金額経営体数金額経営体数

11,405
(1.0%)
【19.9%】

2,890
(3.7%)
【9.4%】

15,375
(1.8%)
【20.6%】

3,888
(6.6%)
【12.6%】

7,651 
(1.5%)
【21.8%】

1,640
(4.5%)
【12.0%】

3,838
(1.3%)
【22.8%】

794
(3.5%)
【11.5%】

つなぎ融資

（金額：百万円）

４



４．保険金等の支払状況

（金額：百万円）

（注１）経営体数の（ ）は、全体・個人・法人ごとの加入者数に対する割合

（注２）保険金等の金額の（ ）は、全体・個人・法人ごとの加入者の保険方式の保険金額と積立方式の補塡対象金額の合計額に対する割合、保険金の（ ）は、全体・個人・法人ごとの

加入者の保険金額に対する割合、特約補塡金の（ ）は、全体・個人・法人ごとの加入者の補塡対象金額に対する割合

（注３）令和６年１月末時点。令和４年については、暫定値

令和４年令和３年令和２年令和元年

金額経営体数金額経営体数金額経営体数金額経営体数

57,28730,78874,74630,78735,03213,62016,8556,879
保険金等

(5.3%)(39.0%)(8.6%)(52.1%)(6.8%)(37.7%)(5.7%)(30.2%)

41,59927,73853,22927,27022,61611,82112,4276,190
個人

(5.2%)(39.3%)(8.5%)(51.9%)(6.4%)(37.2%)(5.8%)(30.5%)

15,6883,05021,5173,51712,4161,7994,428689
法人

(5.4%)(36.5%)(9.0%)(53.8%)(7.8%)(41.1%)(5.5%)(27.5%)

25,85916,63535,38319,20217,5287,7288,4903,864保険金

(2.7%)(21.1%)(4.6%)(32.5%)(3.8%)(21.4%)(3.2%)(16.9%)

18,88215,09525,47517,14911,1576,7476,1453,486
個人

(2.7%)(21.4%)(4.6%)(32.6%)(3.6%)(21.2%)(3.2%)(17.2%)

6,9771,5409,9082,0536,3709812,345378
法人

(2.7%)(18.4%)(4.6%)(31.4%)(4.5%)(22.4%)(3.3%)(15.1%)

31,42830,47439,36330,50017,50413,4498,3656,763特約補塡金

(26.4%)(39.3%)(41.5%)(52.5%)(31.3%)(38.1%)(26.1%)(30.4%)

22,71727,45127,75327,00011,45811,6636,2826,086
個人

(26.0%)(39.7%)(40.5%)(52.3%)(29.7%)(37.6%)(26.9%)(30.8%)

8,7113,02311,6093,5006,0461,7862,083677
法人

(27.2%)(36.7%)(44.1%)(54.2%)(34.7%)(41.5%)(23.9%)(27.6%)

５



（参考）収入保険の都道府県別の保険金等の支払状況（令和３年）

金額
割合

（b/a）

経営体数
都道府県金額

割合
（b/a）

経営体数
都道府県金額

割合
（b/a）

経営体数
都道府県

支払（b）加入（a）支払（b）加入（a）支払（b）加入（a）

41147.1%412875島根県54061.2%230376富山県74,74652.1%30,78759,084全国計

73843.8%324739岡山県82069.6%387556石川県8,20048.0%2,1274,428北海道

83049.6%382770広島県2,15779.3%9251,167福井県3,49356.0%1,7053,046青森県

38138.1%327859山口県19416.8%136808山梨県2,28070.8%1,7502,473岩手県

65145.8%230502徳島県2,40746.7%7921,697長野県2,82978.6%1,6782,136宮城県

1,00752.9%450850香川県58142.0%199474岐阜県2,43972.4%1,3421,853秋田県

90040.6%8992,213愛媛県1,13842.3%6211,467静岡県1,62256.3%9231,640山形県

84834.3%308898高知県4,12657.5%7971,385愛知県3,44968.7%1,8662,717福島県

1,38028.9%4921,700福岡県1,57558.9%561952三重県5,38962.9%9071,442茨城県

42229.9%235786佐賀県68651.8%361697滋賀県3,92163.4%1,4102,225栃木県

1,14939.0%366938長崎県94864.8%305471京都府1,78850.8%5551,092群馬県

2,29939.9%8672,174熊本県10440.9%63154大阪府1,59053.1%5731,079埼玉県

70838.6%4811,245大分県38841.0%143349兵庫県1,04747.1%200425千葉県

2,40744.3%1,0852,451宮崎県16940.3%58144奈良県9424.8%50202東京都

2,80450.3%8331,656鹿児島県75238.7%381985和歌山県60659.3%204344神奈川県

28032.1%135421沖縄県82353.6%7121,329鳥取県1,37352.8%1,0001,894新潟県

（金額：百万円）
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（参考）収入保険の都道府県別の保険金等の支払状況（令和４年）

金額
割合

（b/a）

経営体数
都道府県金額

割合
（b/a）

経営体数
都道府県金額

割合
（b/a）

経営体数
都道府県

支払（b）加入（a）支払（b）加入（a）支払（b）加入（a）

31034.6%3661,058島根県30130.5%234767富山県57,28739.0%30,78878,868全国計

71344.5%5061,137岡山県57745.2%354783石川県5,92731.6%1,7295,473北海道

67439.5%4841,225広島県1,01758.1%8621,484福井県2,46431.9%1,2693,972青森県

22127.6%3191,157山口県16916.7%1691,015山梨県1,89454.2%1,8373,392岩手県

87446.6%290622徳島県2,53132.1%8242,566長野県1,63046.6%1,3972,998宮城県

63939.7%4071,026香川県40024.8%174702岐阜県3,13074.5%1,6102,161秋田県

1,00737.0%8882,402愛媛県1,16340.5%7431,833静岡県1,35144.1%1,0112,292山形県

1,90834.5%3841,113高知県1,02223.1%4191,810愛知県1,79950.1%1,6663,328福島県

1,58025.2%8433,342福岡県1,08238.5%4591,192三重県2,12540.0%7511,878茨城県

47725.7%3121,213佐賀県42938.0%359945滋賀県2,67549.1%1,3662,782栃木県

1,07241.6%5261,265長崎県31833.9%186548京都府1,42538.0%5511,450群馬県

2,23334.4%1,0433,028熊本県9429.6%61206大阪府1,15342.9%6741,572埼玉県

90339.2%6661,699大分県16620.9%108517兵庫県84639.7%345870千葉県

2,08138.9%1,1052,837宮崎県14634.8%63181奈良県7125.2%90357東京都

2,65444.1%9072,057鹿児島県1,81748.9%6971,426和歌山県14519.7%87441神奈川県

72248.5%251517沖縄県69644.1%7241,640鳥取県65526.0%6722,589新潟県

（金額：百万円）

（注）令和６年１月末時点の暫定値
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